
単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【環境政策課】

環境政策推進費 157,290 持続可能な社会づくりを推進するため、総合的な取組を実施する。

(378,116)

１ 持続可能な滋賀社会づくり構想推進事業 11,821

財 921 第三次滋賀県環境総合計画の目標である低炭素社会の実現に向

け、市町と協働して地域モデルを構築することにより、県全体で

繰 125,790 の持続可能な地域づくりを促進する。

諸 2,363 ２ 地域グリーンニューディール基金事業市町補助 115,790

国の経済危機対策として創設された「地域グリーンニューディ

○一 28,216 ール基金」により市町が実施する地球温暖化対策や廃棄物処理事

業に対して支援する。

３ 世界湖沼連携事業 3,516

米国テキサス州で開催予定の第14回世界湖沼会議において、琵

琶湖での取組成果を発信するとともに、世界の湖沼関係者等との

交流を図る。

○新重４ 体系的な環境学習推進支援事業 4,655

幼児の自然体験型環境学習や小学校等におけるエコ・スクール

の実践等を支援するとともに、環境学習の状況調査を実施し、体

系的な環境学習の展開を図る。

びわ湖の日30周年事 38,216 ７月１日を「びわ湖の日」と定めてから30周年となることから、び

業 ( －) わ湖の日の意義や琵琶湖の価値を再発見するきっかけづくりを行う。

(資－琵環１)

国 34,165 ○新１ 記念シンポジウム開催事業 4,535

繰 4,051 ○新２ びわ湖の日30周年広報事業 13,000

○新３ 琵琶湖ハンドブックの改訂 3,500
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試験研究費 153,677 センターの第３期中期計画（平成23年度から平成25年度）に基づき、

(琵琶湖環境科学研究 (122,835) 水環境等の継続的なモニタリングを実施するとともに、政策課題への

センター) 対応を目的とし、琵琶湖と滋賀県の環境についての試験研究を推進す

財 864 る。

繰 116,104 １ 試験研究の推進 95,374

北湖低酸素化の生物への影響や水草管理等の南湖生態系保全の

諸 35,806 あり方についての研究をはじめ、持続可能な滋賀社会の構築や琵

琶湖流域生態系の保全・再生に向けた課題および環境リスク低減

○一 903 のための実態把握について総合的に試験研究を推進する。

(資－琵環２)

重(1) 琵琶湖深湖底低酸素化と生物の関係究明 9,543

重(2) 南湖生態系の順応的管理方法の検討 18,615

管理運営費 317,890 琵琶湖博物館の管理運営を行う。

(琵琶湖博物館) (276,434)

○新広報・企画調整費 17,840

使 65,409 展示キットを作成し、地域の公民館や企業、各種イベント会場

で移動展示することにより、琵琶湖についての総合的理解や環境

繰 43,715 学習のきっかけづくり等を行う。

諸 7,148

○一 201,618

調査・資料収集事業 130,717 琵琶湖博物館の中長期基本計画に基づき、幅広いテーマで研究、調

費 (琵琶湖博物館) (133,446) 査に取り組むとともに、その成果の発信、博物館資料としての活用、

水族資料の管理等を行う。

使 30,923

研究調査の実施 36,311

繰 29,710 琵琶湖の生成や琵琶湖と人々の関わりに関する研究、展示に関

する研究等を実施する。また、琵琶湖地域の自然、歴史、暮らし

諸 11,600 の研究・調査を総合的に推進する。

○一 58,484
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展示事業費 84,387 調査研究の成果や地域に根ざした身近な話題を材料とし、人と自然

(琵琶湖博物館) (102,448) の関わり等について展示を行う。

使 70,597 企画展の開催 10,692

企画展示「(仮称)こまった！ カワウ －生きものとのつきあ

財 745 い方－」を開催する。

寄 2,000

繰 11,045

情報・交流事業 39,588 図書室の運営、観察会や体験教室の開催など、情報交流事業を行う。

(琵琶湖博物館) (31,063)

○新重交流・サービス事業 8,000

国 835 ひとの暮らしと琵琶湖などの自然とのつながりを改めて感じて

いけるように、「びわ湖の日」を含む３日間、ナイトミュージアム、

使 1,539 イブニングコンサート等の夜間開館も含めた各種交流イベントな

どを実施する。

繰 2,026

諸 431

○一 34,757

環境学習推進費 3,737 「滋賀県環境学習の推進に関する条例」ならびに「滋賀県環境学習

(琵琶湖博物館) (3,837) 推進計画」に基づき、体系的・総合的な環境学習を推進する。

繰 2,546 環境学習センター事業 3,737

県民等の主体が行う環境学習が効果的かつ適切に実施されるよ

○一 1,191 う、情報の提供、交流の機会の提供、環境学習関連施設間の連携

などを行う。

【水政課】

琵琶湖総合保全対策 3,278 琵琶湖の総合保全と、琵琶湖淀川流域の持続的発展をめざす統合的

費 (3,300) な流域管理に向けた取組を進める。

○一 3,278 琵琶湖淀川流域自治推進事業 2,678

琵琶湖の水位低下の抑制策について検討するとともに、第６回

世界水フォーラムにおいて本県の取組を発信する。
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【温暖化対策課】

新エネルギー導入戦 30,000 新エネルギーの導入・普及の推進を図るため、重点的な取組を進め

略推進費 (127,463) る。

繰 30,000 個人住宅用太陽光発電導入・省エネグリーン化推進事業

30,000

家庭部門での温室効果ガス排出量削減のため、太陽光発電シス

テムの導入および省エネ断熱工事を複合的に行う個人に対して支

援する。

地球温暖化対策推進 123,024 新たに策定する(仮称)滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例

費 (62,281) に基づき、低炭素社会実現行程表を参考として、低炭素社会の実現に

向けた総合的な取組を実施する。

財 952

１ 「みるエコおうみ」プログラム推進事業 1,628

繰 59,866 企業等との協働による家庭向けCO２削減プログラム「みるエコお

うみ」の普及拡大に取り組む。

諸 1,140

２ 滋賀エコ・エコノミープロジェクト推進事業 3,000

○一 61,066 本県の経済界と協働で取り組む「滋賀エコ・エコノミープロジ

ェクト」の推進事業に対して、その経費の一部を負担する。

３ 滋賀県低炭素社会づくり条例普及事業 994

新たな条例について、規則・指針の策定とともに、普及に向け

たリーフレットの作成等を行う。

４ 省エネ設備整備事業 16,000

県内中小事業者が温室効果ガス排出量削減のために行う設備改

修に必要な経費の一部を支援する。

重５ 電気自動車普及促進事業 (資－琵環３) 53,393

電気自動車の普及促進に向けて、初期需要の創出策を展開する

とともに、県内各地域での充電設備の整備を推進する。

○新６ 地球温暖化対策新実行計画等策定事業 4,200

新実行計画を策定するとともに、冊子の配布などにより計画の

普及を図る。
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○新重７ 低炭素社会実現に貢献する事業者評価手法検討調査事業

(資－琵環３) 14,500

低炭素社会実現のための新条例で事業者、行政が具体的に行動

するために必要となる手法の開発に向けた調査を行う。

○新重８ 省エネ診断等地域支援活動推進事業 10,446

「省エネ診断フェア」を県内各地で開催するとともに、民間団

体の地域における低炭素社会づくりに関する活動の促進を図る。

○新重９ 電動補助自転車率先導入事業 2,866

県において電動補助自転車を率先して導入し、自転車利用の普

及促進を図る。

○新重10 低炭素社会づくり学習支援事業 2,978

学校や地域において、低炭素社会の実現に向けた環境学習の推

進を図る。

【琵琶湖再生課】

琵琶湖総合保全対策 96,813 琵琶湖の総合保全の推進に必要な調査・事業を実施するとともに、

費 (86,534) 琵琶湖再生の方向性等についての検討を進める。

国 37,620 １ 琵琶湖総合保全対策費 57,150

繰 26,730 (1) 湖沼水質保全計画（流出水対策等）推進事業 1,277

赤野井湾流域において水質調査等を実施するとともに、計画

○一 32,463 の進行管理のためのフォローアップ会議を開催する。

重(2) 内湖再生検討事業 54,000

「早崎内湖再生計画(案)」をもとに実施に向け必要となる測

量調査および実施計画の作成を行う。

併せて、琵琶湖全域における内湖再生ビジョンを策定するた

めの検討を行う。

重２ 琵琶湖の総合保全に向けての総合的・学際的な調査検討

(資－琵環２) 32,092

難分解性有機物を考慮に入れた水質予測シミュレーションモデ

ルの改良をはじめとする水質汚濁メカニズムの解明調査、暮らし

と琵琶湖の水環境関連調査など、琵琶湖の総合保全に向けての各

種調査検討を実施する。
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○新重３ マザーレイクフォーラム推進事業 2,970

環境保全活動のつながりを広げ、県民がマザーレイク21計画の

進行管理の一翼を担う「マザーレイクフォーラム」の立ち上げを

支援するとともに、県民やＮＰＯ、専門家等多様な主体の参画の

もとで計画の進行管理を行う。

環境管理対策費 10,274 環境基本法や環境基本条例等に基づき、健全で質の高い環境の確保

(11,369) を目指す。

○一 10,274 工場・事業場の環境汚染防止対策事業 5,985

工場・事業場における公害や事故による環境汚染を未然に防止

するため、環境汚染防止専門技術員が工場や事業場に立入り、環

境汚染防止対策について技術的支援を行う。

琵琶湖レジャー対策 33,390 琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例に基づき、琵琶湖での

費 (31,198) 適正なレジャー利用を推進し、環境負荷の低減を図る。

寄 200 １ プレジャーボートの航行規制 8,015

航行規制水域の指導監視と取締を湖岸、湖上から行う。

繰 7,408

２ 適合原動機搭載艇表示制度の徹底 (資－琵環４) 5,274

諸 100 適合原動機の使用と適合証表示制度の徹底を図る。

○一 25,682 ３ 改正条例の広報啓発 950

県内外へ改正条例の広報に努め、定着を図る。

４ 外来魚のリリース禁止 10,908

ボックス、いけすでの回収を行うとともに、県内や下流府県の

小中学生を対象としたびわこルールキッズ事業を実施し、外来魚

のリリース禁止の普及啓発を行う。

５ 琵琶湖レジャー陸上監視・指導補助員設置事業 7,408

緊急雇用対策として、陸上からレジャー利用の啓発や指導監視

を行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【循環社会推進課】

循環型社会形成推進 46,548 廃棄物の発生を抑制するとともに、発生した廃棄物については再利

費 (52,341) 用するなど、廃棄物を資源として活用するための施策を推進する。

財 159 １ リサイクル製品認定事業 1,745

リサイクル製品認定制度や認定された製品の普及促進を図る。

繰 19,038

２ 産業廃棄物減量化技術研究開発事業 9,051

○一 27,351 排出事業者等が行う産業廃棄物の発生抑制や資源化の研究開発

を支援する。

３ 民間事業者循環資源活用施設整備支援事業 6,051

民間事業者が行う産業廃棄物の資源化等の施設整備を支援する。

散在性ごみ対策事業 26,699 滋賀県ごみの散乱防止に関する条例の趣旨徹底を図るとともに、市

費 (27,133) 町や関係機関と連携した散在性ごみ対策を実施する。

繰 10,428 淡海エコフォスター事業 1,665

道路、河川、湖岸等の公共的場所で美化清掃活動を行うボラン

○一 16,271 ティア団体に対して支援を行う。

生活排水対策事業費 57,609 生活排水に係る対策として、浄化槽の設置および適正な維持管理を

(62,718) 推進する。

繰 8,275 １ 生活排水対策推進事業 27,156

○一 49,334 浄化槽法定11条検査促進事業委託料 8,275

緊急雇用対策として、効率化検査方式による法定検査を円滑

に実施できるよう、データ整理および指定採水員(保守点検業者)

との連絡調整等の取組を促進する。

２ 浄化槽設置整備事業費補助金 30,292

市町が実施する合併処理浄化槽の設置推進事業を支援する。
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産業廃棄物対策事業 291,015 産業廃棄物の適正処理を推進するため、処理業者や排出事業者に対

費 (248,968) する監督、指導等を行う。また、アール・ディエンジニアリング産業

廃棄物最終処分場問題の解決のための取組を実施する。

使 25,091

１ 産業廃棄物適正処理対策事業 44,064

繰 17,362 産業廃棄物の処理状況を把握し、産業廃棄物処理業者への適正

処理に関する指導・啓発等を行う。

○一 248,562

微量PCB汚染廃電気機器等把握支援事業補助金 15,660

微量のPCBに汚染されているおそれのある電気機器等の保有者

に対して、分析調査費の一部を補助する。

２ 最終処分場特別対策事業 232,812

旧アール・ディエンジニアリング産業廃棄物最終処分場からの

生活環境保全上の支障等を除去するため、検討委員会の助言等を

踏まえ、有害物除去を盛り込んだ対策工の基本計画および基本設

計を実施する。

(1) 最終処分場支障除去対策 206,167

検討委員会の助言等を踏まえ、有害物除去を盛り込んだ対策

工の基本計画および基本設計を実施するとともに、処分場の管

理等を行う。

(2) 事業者等責任追及 2,845

対策事業の実施に必要な財源を求償するなど、違法な処分等

に関与した者の責任を追及し、廃棄物処理法に基づく措置を講

じる。

(3) 処分場施設管理 11,800

既設の水処理施設について、維持管理を行う。

(4) 最終処分場周辺環境影響調査事業(モニタリング) 12,000

環境事業公社等事業 1,189,310 財団法人滋賀県環境事業公社が設置する公共関与による産業廃棄物

促進費 (1,437,303) 管理型最終処分場(クリーンセンター滋賀)の円滑な運営を図る。

繰 4,434 １ 周辺地域振興事業交付金 15,970

諸 69,000 ２ 滋賀県環境事業公社運営資金貸付金 69,000

○一 1,115,876 ３ 滋賀県環境事業公社出えん金 1,097,368
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産業廃棄物不法投棄 30,710 産業廃棄物の不適正事案に対して、迅速かつ厳正な対応を行い、県

防止対策費 (33,951) 民の快適な生活環境を保全する。

繰 14,558 １ 監視通報体制事業 7,684

監視指導員の配置、業者委託によるパトロールに加え、地域住

○一 16,152 民など多様な主体との協働を活かした総合監視体制を整備する。

２ 地域協働原状回復事業 1,490

地域住民が主体となって産業廃棄物の不法投棄現場を原状回復

する場合に支援する。

【下水道課】

流域下水道計画調査 42,704 重下水道国際展開促進事業費 4,000

費 (17,564) 下水道技術の国際拠点(日本版ハブ)の誘致に官民挙げて取り組

むとともに、誘致後の連携方策等について検討を行う。

使 795

○一 41,909

公共下水道促進事業 51,698 市町が実施する公共下水道事業等に対して助成を行う。

費 (53,007)

○新公共下水道接続水洗化整備促進等交付金 41,238

○一 51,698 公共用水域の水質保全を図るため、下水道接続率や整備率等の

向上を目指し、公共下水道接続事業、水洗化促進事業、公共下水

道整備事業および公共下水道高度化事業を実施する市町に対して

支援を行う。

処理区管理費 7,001,830 流域下水道施設を維持管理し、琵琶湖をはじめとする公共用水域の

(8,339,327) 水質を保全し、県民の快適な住環境を実現する。

また、琵琶湖流域下水道維持管理基金の見直しに伴う精算額を各処

分 3,000,352 理区管理費に充当することにより、市町および県の負担軽減を図る。

使 321 湖南中部処理区管理費 3,702,665

うち指定管理料 (3,504,674)

財 5,855

湖西処理区管理費 1,062,106

繰 3,991,396 うち包括的民間委託料 (357,380)

諸 3,906 東北部処理区管理費 1,606,998

うち指定管理料 (1,478,726)



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

高島処理区管理費 580,292

うち包括的民間委託料 (271,004)

事業見直しに伴う琵琶湖流域下水道維持管理基金の処理区管理

費への充当額

湖南中部処理区 1,929,454

湖西処理区 102,364

東北部処理区 1,304,624

流域下水道建設事業 7,081,484 生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、「マザーレイク

費 (7,102,696) 21計画」に基づき、流域下水道建設事業を推進する。

国 3,934,150
主 な 工 事 箇 所 見 積 額

分 1,478,487 湖南中部処理区 4,280,470

処理場 水処理設備増設工事

繰 13,515 汚泥焼却施設更新工事

諸 2,932 管 渠 管渠築造工事

(守山栗東雨水幹線宅屋工区 他１幹線)

起 1,652,400

ポンプ場 南大萱ポンプ場構造改善工事

湖西処理区 215,216

処理場 送風機設備改築更新工事

ポンプ場 衣川ポンプ場、清水ポンプ場改築更新

工事

東北部処理区 2,177,518

処理場 水処理設備改築更新工事

管 渠 管渠築造工事

(湖東幹線栗田工区 他２幹線)

ポンプ場 近江ポンプ場沈砂池設備改築更新工事

高島処理区 408,280

処理場 汚泥処理設備増設工事



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【森林政策課・

森林保全課】

琵琶湖森林づくり事 1,483,319 琵琶湖森林づくり基本計画に基づき、琵琶湖森林づくり県民税充当

業費 (1,458,157) 事業として、環境を重視した森林づくりと県民協働による森林づくり

を実施する。

国 172,500

１ 陽光差し込む健康な森林づくり事業 400,993

財 747 森林の公益的機能を高めるため、環境林の整備や農業用水等の

重要な区域における除間伐を実施するほか、森林整備に対する森

繰 682,672 林所有者の意欲向上や境界明確化に向けた支援を行う。

○一 627,400 ２ 長寿の森奨励事業 36,000

手入れの行き届いた長伐期林に誘導するため、森林を適切に管

理するための活動を支援する。

３ 森林を育む間伐材利用促進事業 63,000

間伐材の搬出・利用による森林資源の循環利用拡大を推進する

ため、間伐材の仕分け、搬出路の開設や高性能林業機械の利用に

対する支援を行う。

４ 里山リニューアル事業 62,100

マツやナラ枯れ等で荒廃している里山を県民が森林に親しみ利

用できる場所とするため、市町が実施する里山の整備を支援する。

５ 協働の森づくりの啓発事業 16,983

「協働の森づくり」の実践と定着を図るため、森林の価値や森

づくりの必要性を普及啓発するとともに、企業の森づくり活動や

林業関係者から県民に向けた情報発信を支援する。

６ みんなの森づくり活動支援事業 30,274

市町と森林所有者および里山保全グループが協働で行う里山づ

くりや地域の活動団体による森林づくり活動を支援するとともに、

流域の森林づくりのあり方を議論し、実践する流域づくり委員会

の活動を支援する。

７ 未来へつなぐ木の良さ体感事業 137,218

森林資源の循環利用と県産材の地産地消を推進するため、住宅

や公共性の高い施設での県産材(びわ湖材)利用や利用拡大に向け

た取組を支援する。

８ 森林環境学習「やまのこ」事業 108,604

小学校４年生を対象に森林環境学習を実施する。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

森林組合振興対策費 70,543 林業労働力の確保と森林組合等の林業事業体の経営基盤の強化を図

(71,210) るため、雇用環境の改善や合理化、新規就業者への支援等を行うとと

もに、労働災害の未然防止のため、労働安全衛生の推進を図る。

国 1,538

林業労働力対策事業 10,165

財 3,239

諸 60,069

○一 5,697

湖国のみどりづくり 433,029 湖国のみどりづくりを推進するため、緊急雇用創出事業基金やふる

推進事業費 (388,974) さと雇用再生特別基金を活用して里山の整備や森林の現況調査等を実

施する。

繰 432,659

１ 森林獣害対策事業 51,736

○一 370 緊急雇用対策として、公的管理が必要な森林について皮剥ぎ防

止を目的にした獣害対策を実施する。

２ 里山の安全・安心推進事業 48,342

緊急雇用対策として、治山ダム、雪崩防止柵などの保安施設に

ついて、安全・安心のための点検・測量を行う。

３ ふるさと里山再生事業 164,644

緊急雇用対策として、高齢化が進む山村集落周辺の里山に対し

て、除間伐・枝打ち等を実施することで住環境の整備、獣害防止、

里山環境の改善を図る。

森林整備加速化基金 568,255 森林整備の加速化と森林資源を活用した林業・木材産業等の再生を

事業 (1,381,641) 図るために森林整備加速化・林業再生基金を活用して事業を実施する。

財 1,996 １ 間伐事業 192,088

市町・森林組合等の実施する間伐に対して定額での補助を行う。

繰 566,219

２ 路網整備事業 194,170

○一 40 市町・森林組合等が行う路網の整備に対して定額での補助を行

う。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

３ 木材加工流通施設整備事業 109,000

間伐材等の木材の利活用を促進するため、加工流通施設の整備

を支援する。

造林公社運営費 2,301,815 (社)滋賀県造林公社および(財)びわ湖造林公社の運営に必要な管理

(2,312,040) 経費と森林整備に要する経費についての出資金および出捐金、ならび

に免責的債務引受に基づく(株)日本政策金融公庫への償還金を支出す

○一 2,301,815 る。

１ 出資金および出捐金 206,200

(1) (社)滋賀県造林公社出資金 66,500

(2) (財)びわ湖造林公社出捐金 139,700

２ 償還金 2,094,615

林野関係公共事業 2,154,517 森林・林業関連の公共事業を実施する。

(2,229,207)

補助公共事業

国 1,107,713 事 業 名 箇所数等 見 積 額

分 6,500 補 助 造 林 事 業 2,950 ha 720,300

起 991,700 補 助 林 道 事 業 ５路線 204,403

○一 48,604 補 助 治 山 事 業 50か所 1,212,514

単独公共事業

事 業 名 箇所数等 見 積 額

単 独 林 道 事 業 ２路線 2,100

単 独 治 山 事 業 11か所 15,200



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
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【自然環境保全課】

自然環境保全推進費 102,661 「ふるさと滋賀の野生動植物との共生に関する条例」に基づき、希

(65,538) 少野生動植物の保護やその生息・生育環境の保護を図るとともに、外

来種の防除対策を推進し、生物多様性の保全に向けた総合的な対策を

繰 95,965 推進する。

○一 6,696 １ 野生生物保全対策事業 3,061

県内の生物多様性の情報把握のためのモニタリング調査を行う。

２ 外来水生植物駆除事業 25,000

緊急雇用対策として、琵琶湖岸等において確認されている特定

外来生物(植物)の駆除を行い、琵琶湖の生態系の保全を図る。

○新３ エイリアン・バスター事業 2,131

琵琶湖およびその周辺で生態系に脅威を与えている動植物の駆

除を県民やボランティアに呼びかけ実施する。

○新４ 巨樹・巨木の森整備事業 (資－琵環５) 5,000

巨樹・巨木の森を水源地域として責任をもって保存するため、

そこで実施される保全活動、周辺整備等に対し経費の支援を行う。

自然公園施設整備事 9,450 特別保護地区を含む伊吹山のお花畑等においては、利用者による踏

業 (3,600) みつけ、採草等が行われなくなったことによる植生遷移の進行、外来

種の侵入等により優れた自然景観への影響が生じていることから、自

国 7,470 然再生のための所要の整備を図る。

○一 1,980 伊吹山自然再生事業 3,600

鳥獣対策費 137,515 有害鳥獣対策を総合的に推進し、農林水産業被害等の軽減を図るこ

(131,792) とにより、野生鳥獣との共生を図る。

繰 129,014 １ 竹生島カワウ対策事業 3,460

竹生島およびその周辺地域におけるカワウの被害対策を実施す

○一 8,501 るため、植生被害の調査や銃器による個体数の削減等を行う事業

に助成する。



単位：千円
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２ 獣害対策推進プロジェクト 128,926

地域ぐるみの獣害対策の充実・強化を図り、農林業被害等の軽

減を通じて、人と野生動物との共生の実現を目指す。

(1) 人づくり推進事業 2,200

有害鳥獣捕獲等従事者の技能向上のための助成等

(2) 湖国の森林と自然を守るニホンジカ特別対策事業 53,320
も り

特定鳥獣保護管理計画(ニホンジカ)に基づき市町が実施する

個体数調整への支援等

３ ツキノワグマ保護管理計画推進事業 2,670

ツキノワグマの生息密度調査を実施し、第二期の保護管理計画

の策定を行う。

ヨシ群落保全事業費 25,254 琵琶湖のヨシ群落が持つ多様な機能が健全な形で発揮されるよう、

(35,307) ヨシ群落保全条例およびヨシ群落保全基本計画に基づき、適切な保全

策を講じる。

国 2,250

１ ヨシ群落造成事業 5,000

繰 20,000

２ ヨシ群落維持管理事業 20,000

○一 3,004

水草刈取事業費 150,515 大量に繁茂し、生活環境や船舶の航行に支障のある琵琶湖の水草に

(66,716) ついて、緊急性や公共性の高いところから重点的に表層刈り取りを行

うとともに、重要ポイントでの根こそぎ除去を実施する。

財 21,412

１ 水草刈取事業 44,871

繰 105,246

２ 水草・ハス人力刈取事業 15,246

○一 23,857

○新３ 水草対策事業 90,000


